
【　主要財務比率表　】

比    率 算   式（＊１００） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 備 　 考

人  件  費 ％ ％ ％ ％ ％

経 常 収 入 43.8  41.6  41.5  40.5  43.2  

教育研究経費

経 常 収 入 48.3  49.8  52.0  53.6  52.9  

管 理 経 費

経 常 収 入 6.1  5.8  6.2  6.1  6.6  

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入計 1.9  2.5  0.9  0.0  2.9  

事業活動支出

事業活動収入－基本金組入額 106.3  109.8  111.6  108.2  109.2  

基本金

基本金要組入額 94.0 95.7 95.9 96.6 97.1

学生生徒等納付金

経 常 収 入 21.2  20.2  20.4  19.9  17.4  

流 動 資 産

流 動 負 債 189.0  141.2  132.2  151.5  140.6  

純　資　産

総負債＋純資産 68.2  67.7  70.2  71.0  71.5  

総  負  債

純　資　産 46.6  47.8  42.5  40.9  39.9  

　　　　　　　：高い方が望ましい　　　　　　　：低い方が望ましい　　　　　　　：どちらともいえない
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比 率 評　　　　　価

※　 経常収入　…　教育活動収入　＋　教育活動外収入
　　　純資産　   …　｢基本金」+「繰越収支差額」

負債及び純資産の部に占める純資産の構成比率である。この比率が高いほど財政的に安定してお
り、５０％を割ると他人資金が自己資金を上回っていることを示す。

どちらともいえない

高い方が良い

流動負債に対する流動資産の割合である。一年以内に償還又は支払わなければならない流動負債
に対し、流動資産がどれだけ準備されているかを示す。一般的に２００%を超えると優良とみなされる。

他人資金と純資産（旧：自己資金）との割合である。他人資金が純資産を上回っていないかどうかを示
す指標で１００％以下が望ましい。

流 動 比 率 高い方が良い

本学園の経常収入の主な収入は、医療収入、学生生徒納付金収入、補助金収入等であるが、この比
率は安定的に推移することが望ましい。

高い方が良い

基本金組入対象資産額である要組入額に対する組入済基本金の割合で、100%が上限であり、100%
に近いほど未組入額が少ないことを示している。

低い方が良い
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低い方が良い
管理経費の経常収入に対する割合である。学校運営のためには、ある程度経費の支出は止むを得な
いとしても、比率は低いほうが望ましい。

基 本 金 比 率

高い方が良い

基本金組入後収支比率 低い方が良い

事業支出の基本金組入後の事業活動収入に対する割合を示す。１００％を超えると事業支出が基本
金組入後の事業活動収入を上回り、当年度収支差額がマイナスとなる。収支が均衡する１００％前後
が望ましい。

人件費の経常収入に対する割合である。学校運営のためには、ある程度経費の支出は止むを得ない
としても、比率は低いほうが望ましい。

解　　　　　　　　　　　　　　　説

事業活動収支差額比率
事業活動収入に対する基本金組入前当年度収支差額が占める割合である。安定的な財政を維持す
るためには、高い方が望ましい。

教育研究経費（医療経費を含む）の経常収入に対する割合を示し、教育、医療の諸活動の維持、発
展のため高い方が望ましい。但し、著しく高い場合は（事業活動）収支のバランスを崩す要因となる。

低い方が良い

高い方が良い


